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2019年９月６日

株 主 各 位

大 阪 市 淀 川 区 新 高 一 丁 目 ８ 番 1 0 号

株 式 会 社 ニ イ タ カ
  代表取締役社長 奥 山 吉 昭

第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席くださいますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまし

て、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、2019年９月

25日（水曜日）午後５時10分（営業時間終了時）までに到着するようご返送

をお願い申しあげます。

敬具

記

１．日 時 2019年９月26日（木曜日）　午前10時（受付開始　午前９時）

２．場 所 大阪市淀川区宮原四丁目２番１号

ホテルメルパルクＯＳＡＫＡ　４階　ソレイユ

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

株主総会当日にお配りしておりましたお土産につきましては、諸

般の事情により、取り止めさせていただくことといたしました。

株主の皆さまにはご理解賜りたくお願い申しあげます。
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３．目 的 事 項

報告事項 １．第57期（2018年６月１日から2019年５月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監

査結果報告の件

２．第57期（2018年６月１日から2019年５月31日まで）計算書類報告

の件

決議事項

 第１号議案 定款一部変更の件

 第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

 第３号議案 監査等委員である取締役４名選任の件

 第４号議案 監査等委員である取締役の報酬額改定の件

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

◎当社は、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、提供すべき書面のうち次に掲げる事項をインタ

ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.niitaka.co.jp）に掲載しておりますので、本株主総

会招集ご通知の添付書類には記載しておりません。

・連結株主資本等変動計算書

・連結計算書類の連結注記表

・株主資本等変動計算書

・計算書類の個別注記表

◎事業報告、計算書類、連結計算書類及び株主総会参考書類に修正が生じた場合は、修正後の事項を

インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.niitaka.co.jp）に掲載させていただきます。

◎第57回定時株主総会招集ご通知より、日付の表示を和暦から西暦に変更しております。
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添付書類

事　業　報　告

（2018年６月１日から
2019年５月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善に伴い緩や

かな回復基調にありましたが、期間の後半には一部の業界、企業において業績に

陰りが見え始めております。

また、米国・中国による保護主義的な通商政策により製造業を中心に業績への

懸念が広がっており、先行き不透明な状況が続いております。

このような環境下、引き続き、環境にやさしく、同時にコストパフォーマンス

にも優れた「パウチ包装タイプ高濃度洗剤・洗浄剤」の販売拡大に注力してまい

りました。

また、フードビジネス業界の多様化するニーズに対応し、省力化に資する床用

の洗浄剤や感染症予防に貢献できる除菌用アルコール製剤等の販売、衛生サービ

ス等の提供に努めてまいりました。

これらの活動が功を奏し、当連結会計年度の売上高は、174億９千万円（前期

比 4.6％増）となりました。

利益につきましては、原材料価格の上昇や将来に向けた物流倉庫建設による減

価償却費の増加があった一方で、中国事業が好調に推移したこと等により、営業

利益は、11億６千１百万円（同 7.1％増）、経常利益は、 12億６百万円（同 

9.1％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は、８億２千２百万円（同 4.7％

増）となりました。

当社グループは、業務用の化成品事業を行っており、単一セグメントであるた

め、セグメント別の情報はありません。当社グループの品目群別売上高は、次の

とおりであります。

＜当社グループ製造品＞（業務用洗剤・洗浄剤・除菌剤・漂白剤・固形燃料等）

大規模ユーザーの獲得が寄与し、「食器洗浄機用洗浄剤」の売上が増加しまし

た。また、食の安全・安心意識の高まりによる需要の拡大も背景にあって、「除

菌・消毒用アルコール製剤」の売上が増加しました。
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その結果、当連結会計年度の当社グループ製造品売上高は、135億４千２百万円

（前期比 4.6％増）となりました。

＜仕入商品等＞

当連結会計年度の売上高は、39億４千８百万円（同 4.5％増）となりました。

②設備投資の状況

当連結会計年度における当社グループの設備投資は10億７千７百万円であり、

その主なものは次のとおりであります。

ア．当連結会計年度中に完成した主要設備

当社本社　　　　基幹システム再構築

当社つくば工場　倉庫設備建設

イ．当連結会計年度において継続中の主要設備の新設

当社びわ湖工場　倉庫設備建設

ウ．重要な固定資産の売却、撤去、滅失

該当事項はありません。

③資金調達の状況

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総

額27億円の当座貸越契約を締結しております。

　また、当連結会計年度においては、当社びわ湖工場倉庫設備の建設資金等も含

め、金融機関より長期借入金15億円の資金調達を行っております。
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(2) 財産及び損益の状況

①企業集団の財産及び損益の状況

区　　分
第 54 期

(2016年５月期)
第 55 期

(2017年５月期)
第 56 期

(2018年５月期)

第 57 期
(当連結会計年度)
(2019年５月期)

売 上 高(千円） 14,854,389 15,625,615 16,728,523 17,490,806

経 常 利 益(千円） 693,569 1,103,206 1,105,621 1,206,621

親会社株主に帰属
する当期純利益

(千円） 474,387 778,295 785,673 822,887

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円） 80.35 131.83 133.08 139.39

総 資 産(千円） 13,868,253 15,000,628 16,210,092 17,099,722

純 資 産(千円） 7,762,341 8,411,918 9,138,199 9,707,664

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円） 1,314.82 1,424.85 1,547.88 1,644.36

②当社の財産及び損益の状況

区　　分
第 54 期

(2016年５月期)
第 55 期

(2017年５月期)
第 56 期

(2018年５月期)

第 57 期
(当事業年度)
(2019年５月期)

売 上 高(千円） 14,248,591 14,974,927 15,792,407 16,279,622

経 常 利 益(千円） 583,821 978,110 914,160 1,269,869

当 期 純 利 益(千円） 400,823 686,883 626,574 994,234

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円） 67.89 116.35 106.13 168.41

総 資 産(千円） 13,453,467 14,463,302 15,232,895 16,317,522

純 資 産(千円） 7,456,543 8,047,648 8,587,734 9,385,823

１ 株 当 た り
純 資 産 額

(円） 1,263.02 1,363.15 1,454.64 1,589.84

(注)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第28号　平成30年２月16日)等を当連

結会計年度［当事業年度］より適用しており、前連結会計年度［前事業年度］の金額は組替え後の

金額で表示しております。
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(3) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

福建新拓高日用化学品

有 限 公 司
16百万人民元 100％

固形燃料の製造・販売
食器洗浄機用洗浄剤の製造

株 式 会 社

ユ ー ホ ー ニ イ タ カ
10,000千円 100％

手洗い用水石鹸・建物の床用ワック
ス等の製造・販売

スイショウ油化工業

株 式 会 社
10,000千円 100％ 建物の床用ワックス等の製造・販売

尼多咖（上海）貿易

有 限 公 司
6,846千人民元 100％ 固形燃料・洗剤洗浄剤の販売

（注）１．2018年８月に尼多咖（上海）貿易有限公司を設立し、同社を連結子会社といたしました。
２．福建新拓高日用化学品有限公司は、2019年７月に新高（福建）日用品有限公司へ商号を変更

しております。

(4) 対処すべき課題

当社グループが主に事業展開するフードビジネス業界においては、少子高齢化
に伴い市場規模が横ばいで推移しており、企業間競争が激化しております。
また、顧客ニーズは多様化・高度化しており、製品・サービスの開発と提供を

考える際には、高機能と低価格の両立や食の安全の確保及び環境影響の低減等
様々な観点での対応が必要になっております。
加えて、企業への社会的責任遂行要請が高まっており、コーポレート・ガバナ

ンス、コンプライアンス等を重視する姿勢と行動、社会貢献活動が求められ、こ
れらの取り組みは、企業の成長と存続を左右する重要な課題となっております。
以上のように当社グループが対処すべき領域は広く、課題は多岐に亘りますが、

これらはあらゆる企業に求められる共通の課題であり、迅速かつ適切に対応でき
れば他社との差別化を図ることができ、成長のチャンスとも考えられます。当社
グループは、新中期経営計画「ＮＩＰ Ｑ６０」（Ｎiitaka Ｉnnovation Ｐlan,
Ｑuality ６０）に掲げた方針の下、これらの課題に取り組んでまいります。

新中期経営計画の概要
　新中期経営計画の主要な方針は以下のとおりです。
①利益を伴った成長

将来の持続的な事業成長を可能とするため、経営効率を高め経営基盤を強化
します。

②事業分野の拡大
新事業などの新たな分野へ進出し、将来に向けて成長し続ける企業を実現し

ます。
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(5) 主要な事業内容（2019年５月31日現在）

当社グループは、主にフードビジネス業界向け化成品事業として、業務用洗剤・

洗浄剤・除菌剤・漂白剤及び固形燃料等の製造・販売を行っております。

また、当該事業に付随して、フードビジネス業界向けに、食器洗浄機のメンテ

ナンスサービス、衛生管理支援サービスも行っております。

当社グループの現在の主要取扱品目は次のとおりであります。

品 目 細品目 主な製品・商品

業 務 用 洗 剤 ・
洗浄剤・除菌剤・
漂白剤等

食器用洗剤
「マイソフトコンク」「ローヤルサラセン」
「スーパーサラセン」

食器洗浄機用洗浄剤

「リキッドＰＬＨ」「エンソリッドＬＷＨ」
「ジャストパックＰＬＷ」
「ハイソリッドＰＷＨ」
「スーパーＷＳ」「ニューリンスＰ」

除菌剤･漂白剤
「ニイタカブリーチ」
「ニイタカ除菌中性洗剤」
「ニューホワイトアップ」

食品添加物
「ノロスター」「サニクロール」
「セキュアコール」

洗浄剤

「ニューケミクール」
「ケミフォーム」
「ケミファイン　クイックすすぎ」
「かんたんクリーナーコンク」
「バスクリーナーコンク」

食品工場専用洗浄剤
「サニプラン除菌洗浄剤Ｌ」
「サニプランフォーミング洗浄剤ＣＬ」

手洗い石けん
手指消毒剤
（医薬部外品）

「ニイタカ薬用ハンドソープ」
「薬用ハンドウォッシュスーパーコンク」
「手指消毒用ケア・コール」「Ｎスター」

固 形 燃 料
料理用

「カエンニューエースＥ」
「チェーフィング用カエン」

屋外暖房用 「暖房用燃料」

サ ー ビ ス

食器洗浄機メンテナンス 定期メンテナンス、緊急メンテナンス

衛生管理支援サービス
衛生講習、細菌検査、
衛生巡回サービス、Eラーニング

仕 入 商 品 等 厨房・浴用用品等
食品包装用ラップ、ペーパータオル、
ボディソープ、リンスインシャンプー
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(6) 主要な営業所及び工場（2019年５月31日現在）
①当社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

東 京 北 営 業 所 東 京 都 大 阪 営 業 所 大 阪 府

東 京 東 営 業 所 東 京 都 名 古 屋 営 業 所 愛 知 県

東 京 西 営 業 所 東 京 都 広 島 営 業 所 広 島 県

札 幌 営 業 所 北 海 道 福 岡 営 業 所 福 岡 県

仙 台 営 業 所 宮 城 県 び わ 湖 工 場 滋 賀 県

つ く ば 工 場 茨 城 県

②子会社

会 社 名 所 在 地

福 建 新 拓 高 日 用 化 学 品 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 福 建 省

株 式 会 社 ユ ー ホ ー ニ イ タ カ 茨 城 県

ス イ シ ョ ウ 油 化 工 業 株 式 会 社 大 阪 府

尼 多 咖 （ 上 海 ） 貿 易 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国 上 海 市

（注）福建新拓高日用化学品有限公司は、2019年７月に新高（福建）日用品有限公司へ商号を変更し
ております。

(7) 使用人の状況（2019年５月31日現在）

①企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

370名 ３名増

（注）使用人数は子会社の使用人数を含めた就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員、嘱託社員､ 
パートタイマー、シニアスタッフ、人材派遣会社からの派遣社員）は含んでおりません。

②当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

249名 ５名減 41歳８ヶ月 13年７ヶ月

 (注) 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含みます｡ ）
であり、臨時雇用者数（契約社員、嘱託社員、パートタイマー、シニアスタッフ、人材派遣会
社からの派遣社員）は含んでおりません。
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(8) 主要な借入先（2019年５月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 933,600千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 438,070千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 386,640千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 145,400千円

株 式 会 社 滋 賀 銀 行 96,680千円

２．会社の現況
(1) 株式の状況(議決権基準日：2019年６月30日現在)

①発行可能株式総数 16,900,000株

②発行済株式の総数  5,943,052株

③株主数 　 5,209名

④大株主(上位10名）

株　主　名 持　株　数 持　株　比　率

株 式 会 社 ニ イ タ カ Ｓ Ｃ 1,175千株 19.91％

ニ イ タ カ 社 員 持 株 会 456千株 7.74％

つ く し の 会 持 株 会 194千株 3.30％

森 田 千 里 雄 170千株 2.89％

ニ イ タ カ 会 西 日 本 持 株 会 118千株 2.01％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 116千株 1.97％

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 115千株 1.96％

阪 本 薬 品 工 業 株 式 会 社 110千株 1.88％

大 日 製 罐 株 式 会 社 110千株 1.88％

ニ イ タ カ 会 東 日 本 持 株 会 104千株 1.77％

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤その他株式に関する重要な事項
（自己株式の保有)
　議決権基準日における保有株式数　普通株式　39,426株
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(2) 会社役員の状況

①取締役の状況(2019年５月31日現在)

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長
執 行 役 員 社 長

奥 山 吉 昭

福建新拓高日用化学品有限公司董事
株式会社ニイタカＳＣ代表取締役
スイショウ油化工業株式会社取締役会長
尼多咖（上海）貿易有限公司董事長

取 締 役
専 務 執 行 役 員

相 川 保 史
製造本部・技術部担当
福建新拓高日用化学品有限公司董事

取 締 役 相 談 役 森　田　千里雄

取 締 役 顧 問 笠 井 　 司

取 締 役
（監査等委員）

竹 村 　 聡
天神橋税理士法人代表社員
株式会社ソフト99コーポレーション社外監査役

取 締 役
（監査等委員）

池　﨑　英一郎

取 締 役
（監査等委員）

茂 木 鉄 平

弁護士法人大江橋法律事務所社員
大江橋法律事務所パートナー
塩野義製薬株式会社社外取締役
倉敷紡績株式会社社外取締役（監査等委員）

 (注) １．取締役（監査等委員）竹村 聡氏、取締役（監査等委員）池﨑英一郎氏及び取締役（監査等
委員）茂木鉄平氏は、社外取締役であります。

２．取締役（監査等委員）竹村 聡氏、取締役（監査等委員）池﨑英一郎氏及び取締役（監査等
委員）茂木鉄平氏は、東京証券取引所に対し、一般株主と利益相反が生じるおそれのない
独立役員として届け出ております。

３．取締役（監査等委員）竹村 聡氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有するものであります。

４．当社は、内部統制システムを活用した監査を行うという監査等委員会の制度趣旨から、常
勤の監査等委員を選定しておりません。
常勤の監査等委員はおりませんが、内部統制及び内部監査を行う監査室が監査等委員会と
連携して監査活動を行い、監査の実効性が確保されるようにしております。
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②責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役は、会社法第427条第１項及び定款の規定に基づき、損害賠償責

任限度額を、会社法施行規則第113条で定める方法により算定される額に２を乗じた

額と同規則第114条で定める方法により算定される額の合計額とする旨の契約を締

結しております。

③取締役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

４名
(-)

96,236千円
(-)

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

３名
(３)

17,600千円
(17,600)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

７名
(３)

113,836千円
(17,600)

 (注) １．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2015年８月26日開催の第53回定時
株主総会において年額１億２千万円以内と決議いただいております。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年８月26日開催の第53回定時株主総
会において年額２千万円以内と決議いただいております。

④社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役（監査等委員）竹村 聡氏は、天神橋税理士法人の代表社員及び株式会

社ソフト99コーポレーションの社外監査役であります。当社と天神橋税理士

法人及び株式会社ソフト99コーポレーションとの間に特別な関係はありませ

ん。

・取締役（監査等委員）茂木鉄平氏は、弁護士法人大江橋法律事務所の社員、

大江橋法律事務所のパートナー、塩野義製薬株式会社の社外取締役及び倉敷

紡績株式会社の社外取締役（監査等委員）であります。当社と同４社との間

に特別な関係はありません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

取 締 役
（監査等委員）

竹村　　聡
当事業年度開催の取締役会13回のうち12回に、また監査
等委員会12回のすべてに出席し、公認会計士としての専
門的見地から発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

池﨑英一郎
当事業年度開催の取締役会13回のすべてに、また監査等
委員会12回のすべてに出席し、企業経営に関する豊富な
経験や見識を基に、発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員）

茂木　鉄平
当事業年度開催の取締役会13回のうち12回に、また監査
等委員会12回のうち11回に出席し、弁護士としての専門
的見地から発言を行っております。

(3) 会計監査人の状況

①会計監査人の名称

ひびき監査法人

②会計監査人の報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 20,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財
産上の利益の合計額

20,000千円

 (注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、
会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
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③非監査業務の内容

該当事項はありません。

④会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総

会におきまして、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(4) 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

①業務の適正を確保するための体制の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制の概要は以下のとおりであります。

イ．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制並びに損失の危険の管理に関する規程その

他の体制

当社は、コンプライアンス及びリスク管理を統括する組織として「ＣＳＲ

委員会」を設置いたします。コンプライアンスの推進については、「倫理方

針」「倫理規程」に基づき、取締役及び使用人がコンプライアンスを自らの

問題としてとらえ業務執行にあたるよう研修等を通じて指導いたします。ま

た、「内部通報制度規程」に基づき、取締役及び使用人が社内の不正行為、

違法行為及び犯罪的行為等を通報し、会社はそれに対し適切に対応いたしま

す。その際会社は、通報内容を守秘し、通報者に対して不利益な扱いを行い

ません。加えて、「反社会的勢力排除対応規程」に定めた方針に従い、反社

会的勢力と一切の関係を持たず、反社会的勢力による不当要求に応じません。

リスク管理の推進については、「リスク管理方針」「リスク管理規程」に

基づき、各部門が有するリスクの把握、分析、評価を行い、適切な対策を実

施いたします。

当社グループは、不測の事態を想定した「緊急事態対応手順」を定め、不

測の事態が発生した場合には、同手順に基づき、当社社長を本部長とする対

策本部及び状況に応じた下部組織を設置し、迅速な対応を行い、損害を極小

化する体制を構築・運用いたします。

－ 13 －

会計監査人の状況、業務の適正を確保するための体制



ロ．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保

するための体制

当社は、重要な決定事項について原則として毎月１回開催する定時取締役

会において決定するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催することにより

迅速な決定を行います。

業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画を立案し、

各年度予算・全社方針を設定いたします。各部門においては、その方針を基

に具体策を立案し、実行いたします。

当社取締役会の決定に基づく業務執行のうち部門及び当社グループを横断

する重要な業務執行については、執行役員によって構成される執行役員会に

て審議を行い、その審議を経て執行いたします。

ハ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、法令及び社内規程に基づき、「株主総会議事録」「取締役会議事

録」等の取締役の職務の執行に係る文書等の保存及び管理を行います。

また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員は、必

要に応じてこれらの文書等を閲覧できるものとします。

ニ．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制及び当社子会社の取締役等の職務執行に係る事項の当社への報告に関

する体制

当社グループの経営管理については、「関係会社管理規程」に基づき、適

切な経営管理を行います。

当社グループにおける業務の適正を確保するため、「倫理方針」「行動規

範」を当社グループ全体に適用し、これを基礎として、当社グループ各社が

諸規程を制定・改訂いたします。

監査室は、「総合内部監査規程」に基づき当社グループの業務監査を行い、

その結果を適宜、当社社長に報告いたします。

ホ．当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する体制、

当該使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関

する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき使用人（以下「監査等委員会補助者」と

いう。）の任命、解任、人事異動、評価等は、監査等委員会の同意の上決定

することとし、監査等委員会補助者の、取締役（監査等委員である取締役を

除く。）からの独立性を確保いたします。なお、監査等委員会の職務を補助

すべき取締役は置きません。
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ヘ．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人並びに当社

子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が監

査等委員会に報告するための体制並びにその他の監査等委員会への報告に関

する体制

当社グループの、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、監査役及

び使用人は、監査等委員が出席する取締役会等の業務執行又は業績に関する

会議において、業務又は業績に影響を与える重要な事項を報告いたします。

前記にかかわらず、監査等委員会が選定した監査等委員は、いつでも必要

に応じて、当社グループの、取締役（監査等委員である取締役を除く。）、

監査役及び使用人に対して報告を求めることができます。

監査室は、「総合内部監査規程」に基づき内部監査計画を立て、内部監査

の結果を監査等委員会に定期的に報告いたします。

「内部通報制度規程」に基づき、内部通報システムの適切な運用を維持す

ることにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査等

委員会への適切な報告体制を確保いたします。

ト．当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不

利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社は、監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役（監査等委員

である取締役を除く。）、監査役及び使用人に対し、当該報告をしたことを

理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループに周知

徹底いたします。

チ．当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するもの

に限る。以下この項において同じ。）について生ずる費用等の処理に係る方

針に関する事項及び監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制

当社は、監査等委員がその職務の執行について、当社に対し、会社法第399

条の２第４項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、担当部署において

審議の上、当該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必

要でないことを証明した場合を除き、すみやかに当該費用又は債務を処理い

たします。

監査等委員が独自の外部専門家（弁護士・公認会計士等）を監査等委員の

ための顧問とすることを求めた場合、当社は、当該監査等委員の職務の執行

に必要でないことを証明した場合を除き、その費用を負担いたします。
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監査等委員会は、当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除

く。）及び使用人の職務の執行状況を監査等委員会の定める監査方針及び分

担に従って監査するとともに、会計監査人及び監査室と情報交換を密にし、

連携して監査が実効的に行われることを確保いたします。

監査等委員会は、取締役及び使用人の監査等委員会の監査に対する理解を

深め、監査業務の環境を整備するように努めるとともに、取締役（監査等委

員である取締役を除く。）との定期的な意見交換を実施し、適切な意思疎通

及び効果的な監査業務の遂行を図ります。また、監査等委員会は、主要な稟

議書等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人にその説明を

求めることといたします。

なお、監査等委員会は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明

を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図ります。

②業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

イ．コンプライアンス及びリスク管理を取り扱うＣＳＲ委員会を３ヶ月に１回、

年間で４回開催いたしました。法令等の順守状況や法令改正への対応等を議

論し、必要な対応策を決定しております。この内容を執行役員会に報告、ま

た重要な事項については取締役会でも取り上げ審議しております。

ロ．取締役会を年13回開催し、迅速な意思決定に努めました。また、業務の運

営については、中期経営計画の主要課題についての進捗確認や月次の決算に

おける重要な問題点の把握を行い、必要な対応を決定しております。加えて、

定期的に、子会社の業務執行責任者を召致し決算概要及び業務概要の報告を

受け、必要な対応を決定しております。

ハ．取締役会において、業務執行又は業績に重要な影響を与える事項について、

監査等委員の理解が進むよう、その検討過程も含め報告しております。また、

監査等委員は毎月監査等委員会を開催し、監査室から内部監査の結果報告を

受けるなどして、業務執行の状況や法令の順守状況等について評価を行って

おります。加えて、監査等委員は業務執行に責任を負う各部門責任者と面談

の機会を設け、状況把握に努めました。

ニ．当社では、子会社管理部門を設置し、必要な助言や対応を行っております。

また子会社の取締役及び監査役を当社の取締役又は使用人が兼任し、子会社

の取締役会で経営内容を確認しております。加えて、監査室は、必要な項目

を決め、定期的に子会社の業務監査を実施し、指摘事項への対応状況を管理

しております。
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(5) 会社の支配に関する基本方針

当社における「株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に
関する基本方針」（以下「会社の支配に関する基本方針」といいます。）の概要
は下記のとおりであります。
①会社の支配に関する基本方針

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企
業理念、企業価値のさまざまな源泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼
関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中長期的に確
保・向上させる者でなければならないと考えております。一方、上場会社であ
る当社の株式は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められており、当
社の株式に対する大規模買付提案又はこれに類似する行為があった場合におい
ても、一概に否定するものではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思によ
り判断されるべきであると考えます。
しかしながら、株式の大規模買付提案の中には、濫用目的によるものや、株

主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの等、企業価値ひいて
は株主共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。
したがいまして、企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある

不適切な大規模買付提案又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び
事業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。

②会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みの概要
イ.「新中期経営計画」による企業価値向上への取り組み

当社グループは、企業価値向上の取り組みとして、新中期経営計画「ＮＩ
Ｐ Ｑ６０」を策定しております。その概要につきましては、「１．企業集団
の現況に関する事項　(4)対処すべき課題」に記載しております。

ロ．コーポレート・ガバナンスに関する取り組み
当社は、当社グループの経営理念を実現し、継続的に企業価値を高めるこ

とを目指しております。2015年６月１日に適用開始された「コーポレートガ
バナンス・コード」への対応として、改めて「コーポレートガバナンス基本
方針」を定め、方針に則った活動を行うことで、経営効率の向上及び経営の
健全性の向上に努めております。

当社は、取締役会、監査等委員会、会計監査人、監査室及びＣＳＲ委員会
等の各組織機関が相互に連携し、さらには内部通報制度も設け、コンプライ
アンスの徹底やリスク管理の充実をはじめとした内部統制システムが有効と
なるよう努めております。

当社取締役会は、定時取締役会を１ヶ月に１回、臨時取締役会を随時開催
し、取締役会規程に定められた付議事項について充分な審議を行っておりま
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す。また、執行役員を招集して行う執行役員会を月例で実施し、取締役会の
方針に基づく経営執行上の重要事項の審議を迅速に進めております。
当社は、これらの取り組みとともに、株主の皆様をはじめ、従業員、取引

先等ステークホルダーとの信頼関係をより強固なものにし、企業価値の安定
的向上を目指してまいります。

③会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事
業の方針の決定が支配されることを防止する取り組み

当社は上記基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方
針の決定が支配されることを防止する取り組みとして「当社株式の大規模買付
行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）を導
入しております。
本プランでは、当社株式に対し20％以上の大規模買付行為（市場取引、公開

買付け等の具体的な買付方法の如何を問わないものとし、あらかじめ当社取締
役会が同意したものを除きます。）を行おうとする者（以下「大規模買付者」
といいます。）が大規模買付行為実施前に順守すべき、大規模買付行為に関す
る合理的なルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を定めておりま
す。大規模買付ルールは、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを
判断されるために必要な情報や、当社取締役会の意見を提供し、さらには当社
株主の皆様が当社取締役会の代替案の提示をお受けいただく機会を確保するこ
とを目的としております。当社取締役会は、大規模買付者に対し、大規模買付
行為についての評価・検討に必要かつ十分な情報を当社取締役会に提供するこ
とを要請し、当該情報の提供完了後、大規模買付行為の評価・検討のための期
間を設定し、当社取締役会としての意見形成や必要に応じ代替案の策定を行い、
公表することとしております。したがいまして、大規模買付行為は、取締役会
の評価・検討の期間の経過後にのみ開始されるものとします。大規模買付者が、
大規模買付ルールを順守した場合は、当社取締役会は、当該大規模買付行為が、
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく毀損することが明白と判断さ
れる場合を除き、対抗措置をとりません。ただし、大規模買付者が、大規模買
付ルールを順守しなかった場合、順守しても大規模買付行為が当社に回復し難
い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な
うと判断される場合には、当社取締役会は、当社企業価値ひいては株主共同の
利益を守ることを目的として、必要性・相当性の範囲で会社法その他の法律及
び当社定款が認める対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗することがありま
す。
本プランは、2016年８月26日に開催の当社第54回定時株主総会において株主

の皆様にご承認をいただき継続しており、その有効期限は2019年５月期に係る
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当社定時株主総会終結時（以下、「本株主総会」といいます。）までとなって
おります。

④本プランが、会社の支配に関する基本方針に沿うものであり、当社の企業価値
ひいては株主共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的
とするものではないことについて
上記②の会社の支配に関する基本方針の実現に資する取り組みは、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための施策であり、まさに会社の
支配に関する基本方針に沿うものであります。
また、本プランは、(イ)買収防衛策に関する指針（注１）の要件を充足して

いること(ロ)株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること
(ハ)合理的な客観的発動要件の設定をしていること(ニ)独立性の高い社外者の
判断の重視と透明な運営が行われる仕組みが確保されていること(ホ)株主意思
を重視するものであること(ヘ)デッドハンド型買収防衛策（注２）やスローハ
ンド型買収防衛策（注３）ではないこと等、会社の支配に関する基本方針に沿
い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社役員の地位の維持
を目的とするものではないと考えております。

（注）１．「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」（平成17
年５月27日　経済産業省・法務省）を指します。

２．デッドハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の過半数を交替させてもその発動を阻止で
きない買収防衛策

３．スローハンド型買収防衛策　取締役会の構成員の交替を一度に行うことができないため､ 
その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策

４．当社は、2019年６月25日開催の当社取締役会において、本株主総会の終結の時をもって本
プランを継続せず廃止することを決議いたしました。

(6) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、将来の企業価値を高める事業戦略に必要な内部留保を確保しつつ、安

定した配当を継続的に実施することを基本方針としております。

内部留保金は、業容拡大に向けた、技術開発、製品開発、生産関連設備投資や

人材育成に活用したいと考えております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2019年５月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

7,305,126

2,025,814

3,072,870

766,893

775,718

40,742

447,219

177,231

△1,365

9,794,596

7,857,022

3,009,674

730,376

142,349

3,136,945

57,964

773,685

6,026

407,407

4,555

336,291

4,074

62,485

1,530,166

562,774

518,420

474,139

△25,168

流 動 負 債 3,969,269

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 915,428

電 子 記 録 債 務 1,654,495

１年内返済予定の長期借入金 299,517

リ ー ス 債 務 15,269

未 払 金 412,007

未 払 法 人 税 等 132,007

そ の 他 540,543

固 定 負 債 3,422,788

長 期 借 入 金 1,787,692

リ ー ス 債 務 58,785

繰 延 税 金 負 債 25,112

退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,296,264

そ の 他 254,934

負 債 合 計 7,392,058

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 9,694,111

資 本 金 585,199

資 本 剰 余 金 595,337

利 益 剰 余 金 8,564,395

自 己 株 式 △50,820

その他の包括利益累計額 13,552

その他有価証券評価差額金 29,040

為 替 換 算 調 整 勘 定 △15,488

純 資 産 合 計 9,707,664

資 産 合 計 17,099,722 負 債 純 資 産 合 計 17,099,722
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連 結 損 益 計 算 書

( 2018年６月１日から
2019年５月31日まで )

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 17,490,806

売 上 原 価 10,421,402

売 上 総 利 益 7,069,404

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,908,030

営 業 利 益 1,161,374

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8,692

受 取 配 当 金 8,704

受 取 賃 貸 料 26,895

売 電 収 入 9,157

為 替 差 益 34,768

そ の 他 15,438 103,657

営 業 外 費 用

支 払 利 息 9,509

創 立 ５ ５ 周 年 関 連 費 用 25,535

賃 貸 収 入 原 価 14,191

売 電 原 価 5,406

そ の 他 3,766 58,409

経 常 利 益 1,206,621

特 別 利 益

受 取 保 険 料 6,133 6,133

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 904 904

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,211,850

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 374,897

法 人 税 等 調 整 額 14,065 388,962

当 期 純 利 益 822,887

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 822,887
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貸　借　対　照　表
（2019年５月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
関 係 会 社 短 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
関 係 会 社 長 期 貸 付 金
破 産 更 生 債 権 等
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

6,382,125
1,521,858
604,304
746,783

2,234,031
712,029
37,884
335,134
39,160
22,697
75,000
53,330
△90

9,935,397
7,238,279
2,676,617

29,651
618,885
131,673

2,985,648
22,013
767,377
6,413

347,341
336,062
4,074
7,204

2,349,776
562,774
811,105
50,400
63,000
24,882
14,618
543,643
304,237
△24,886

流 動 負 債 3,593,986

支 払 手 形 49,717

電 子 記 録 債 務 1,654,495

買 掛 金 647,665

１年内返済予定の長期借入金 291,920

リ ー ス 債 務 11,959

未 払 金 372,586

未 払 費 用 384,284

未 払 法 人 税 等 108,000

そ の 他 73,358

固 定 負 債 3,337,712

長 期 借 入 金 1,780,080

リ ー ス 債 務 40,352

退 職 給 付 引 当 金 1,262,346

そ の 他 254,934

負 債 合 計 6,931,699

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 9,356,782

資 本 金 585,199

資 本 剰 余 金 595,337

資 本 準 備 金 595,337

利 益 剰 余 金 8,227,066

利 益 準 備 金 24,873

そ の 他 利 益 剰 余 金 8,202,192

特 別 償 却 準 備 金 14,847

土 地 圧 縮 積 立 金 37,092

別 途 積 立 金 2,000,000

繰 越 利 益 剰 余 金 6,150,253

自 己 株 式 △50,820

評 価 ・ 換 算 差 額 等 29,040

その他有価証券評価差額金 29,040

純 資 産 合 計 9,385,823

資 産 合 計 16,317,522 負 債 純 資 産 合 計 16,317,522
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損　益　計　算　書

(2018年６月１日から
2019年５月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高

製 品 売 上 高 12,380,860
商 品 売 上 高 3,627,298
そ の 他 271,463 16,279,622

売 上 原 価
製 品 売 上 原 価 6,734,946
商 品 売 上 原 価 3,008,443
そ の 他 240,985 9,984,375
売 上 総 利 益 6,295,247

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,401,754
営 業 利 益 893,492

営 業 外 収 益
受 取 利 息 5,701
有 価 証 券 利 息 3,000
受 取 配 当 金 368,304
受 取 手 数 料 7,935
受 取 賃 貸 料 26,895
売 電 収 入 9,157
そ の 他 10,557 431,551

営 業 外 費 用
支 払 利 息 7,785
賃 貸 収 入 原 価 14,191
売 電 原 価 5,406
創 立 ５ ５ 周 年 関 連 費 用 25,535
そ の 他 2,256 55,175
経 常 利 益 1,269,869

特 別 利 益
受 取 保 険 料 6,133 6,133

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 257 257

税 引 前 当 期 純 利 益 1,275,744
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 305,190
法 人 税 等 調 整 額 △23,679 281,510
当 期 純 利 益 994,234
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年７月22日

株式会社ニイタカ

取締役会　御中

ひびき監査法人

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木 下 　 隆 志 ㊞
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 原 　 美 保 ㊞
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ニイタカの2018年６月１日から2019年５月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含
まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ニイタカ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年７月22日

株式会社ニイタカ

取締役会　御中

ひびき監査法人

代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木 下 　 隆 志 ㊞
代 表 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 原 　 美 保 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ニイタカの2018年６月１日から2019
年５月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその

附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書

に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告

監査報告書
当監査等委員会は、2018年６月１日から2019年５月31日までの第57期事業年度における取締役

の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま

す。

１．監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及

び執行役員並びに使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、監査室及びその他の関係部門と連

携の上、重要な会議に出席し、取締役及び執行役員並びに使用人等からその職務の執行に関

する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、稟議書等重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい

ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取

組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を

加えました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年

10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求

めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ

いて検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している

ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は

認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内

部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す

べき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関

する基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118

条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損

なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認め

ます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年７月23日

株式会社ニイタカ　監査等委員会

監 査 等 委 員 竹　村　　　聡 
監 査 等 委 員 池　﨑　英一郎 
監 査 等 委 員 茂　木　鉄　平 

（注）監査等委員竹村聡、池﨑英一郎及び茂木鉄平は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に

規定する社外取締役であります。

 以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　定款一部変更の件
１．提案の理由

当社は、2007年７月23日開催の当社取締役会において、会社法施行規則第118条第

３号（決定時は改正前同規則第127条）に定める「株式会社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「会社の支配に関する基本方

針」といいます）を決定するとともに、会社の支配に関する基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務及び事業の決定が支配されることを防止するための取

り組みとして、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」を導

入することを決定し、同年８月24日開催の当社第45回定時株主総会において、株主

の皆さまのご承認をいただきました。

その後、2010年８月27日開催の第48回定時株主総会、2013年８月23日開催の第51

回定時株主総会及び2016年８月26日開催の第54回定時株主総会において、一部内容

を変更した上で継続することをご承認いただいております（以下、当社第54回定時

株主総会において承認された買収防衛策を「本プラン」といいます）。

本プランは本定時株主総会終結の時をもって有効期間の満了を迎えることから、

本プラン継続の是非について慎重に検討してまいりました。その結果、当社を取り

巻く経営環境の変化や買収防衛策の最近の動向、金融商品取引法による大量取得行

為に関する規制が浸透するなど法整備の状況を踏まえ、2019年６月25日開催の当社

取締役会において、本定時株主総会終結の時をもって本プランを継続せず廃止する

ことといたしました。

なお、当社は、本プラン廃止後も引き続き当社グループの企業価値及び株主共同

の利益の確保、向上に努めてまいります。また、当社株式を大規模に買い付け当社

の経営支配権を獲得しようとする者に対しては、株主の皆さまが当該行為の是非を

適切に判断するための必要かつ十分な情報の提供を求め、併せて取締役会の意見等

を開示し、株主の皆さまの検討のための情報と時間の確保に努めるほか、金融商品

取引法、会社法及びその他関連法令に基づき、適切な措置を講じてまいります。

上記のとおり本プランを廃止いたしますので、本プランに関する定款第20条を削

除するものであります。また、条文の削除に伴い、条数の繰り上げを行うものであ

ります。
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２．変更の内容
変更の内容は次のとおりであります。

（下線部が変更箇所であります。）

現 行 定 款 変 更 案

第３章　株主総会

（買収防衛策）

第20条　当会社は、株主総会において、法令又

は本定款に別段の定めのある事項をそ

の決議により定めるほか、「当社株式

の大規模買付行為に関する対応策（買

収防衛策）」の導入、変更、継続及び

廃止に関する決議を行うことができ

る。

②　当会社は、当該対応策に基づく対抗措

置として、取締役会の決議によるほ

か、株主総会決議又は株主総会の決議

による委任に基づく取締役会の決議に

より、新株予約権の無償割当て又は法

令及び本定款上認められるその他の措

置を行うことができる。

第３章　株主総会

（削　除）

第４章　取締役及び取締役会

第21条～第32条　（条文省略）

第５章　監査等委員会

第33条～第37条　（条文省略）

第６章　会計監査人

第38条～第40条　（条文省略）

第７章　計算

第41条～第44条　（条文省略）

第４章　取締役及び取締役会

第20条～第31条　（現行どおり）

第５章　監査等委員会

第32条～第36条　（現行どおり）

第６章　会計監査人

第37条～第39条　（現行どおり）

第７章　計算

第40条～第43条　（現行どおり）
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）４名

は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役４名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
監査等委員会は、各候補者に関して、当事業年度における業務執行状況及び業

績を評価した上で、取締役候補者として適任であると判断しております。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１ おく

奥
やま

山
よし

吉
あき

昭

(1958年６月14日生)

1982年４月　当社入社
1996年７月　取締役就任　総務部長
1997年５月　総務部長・経営企画部長
1998年５月　経営企画部長
2001年８月　常務取締役就任
2007年９月　福建新拓高日用化学品有限公司

（現 新高（福建）日用品有限公司）
董事長就任

2009年２月　福建新拓高日用化学品有限公司
（現 新高（福建）日用品有限公司）
総経理就任

2009年８月　管理本部長
2010年８月　専務取締役就任
2011年４月　株式会社ユーホーニイタカ

取締役就任
2011年８月　取締役副社長就任
2013年５月　株式会社ユーホーニイタカ

取締役会長就任
2013年６月　代表取締役社長就任
2014年５月　株式会社ナイスエージェンシー

（現 株式会社ニイタカＳＣ）
代表取締役就任（現任）

2015年８月　代表取締役社長執行役員社長就任
（現任）

2017年７月　スイショウ油化工業株式会社
代表取締役就任

2019年４月　福建新拓高日用化学品有限公司
（現 新高（福建）日用品有限公司）
董事就任（現任）
尼多咖（上海）貿易有限公司
董事長就任（現任）
スイショウ油化工業株式会社
取締役会長就任（現任）

74,232 株

【取締役候補者とした理由】
同氏は、入社後、主に管理部門で当社の発展に貢献してきました。謙虚で私欲の無い

姿勢で業務に精励し、能力と経営者としての資質を高く評価され次の経営を託されるこ
ととなりました。代表取締役社長に就任した後は、精力的に全国の得意先を訪問し、信
頼関係を構築するなど、業界ナンバーワンの達成に向けてリーダーシップを発揮し続け
ています。よって、同氏を引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

２

あい

相
かわ

川
やす

保
し

史

(1957年６月27日生)

1984年３月　当社入社

2003年６月　技術部長

2003年８月　取締役就任

2005年６月　技術製造本部長

2009年６月　福建新拓高日用化学品有限公司

（現 新高（福建）日用品有限公司）

董事就任（現任）

2010年６月　企画開発部長

2011年８月　常務取締役就任

2012年１月　株式会社ユーホーニイタカ

取締役就任

2012年６月　技術部担当（現任）

兼　製造本部長

2013年５月　株式会社ユーホーニイタカ

代表取締役社長就任

2014年６月　品質保証部長

2015年８月　取締役専務執行役員就任（現任）

2017年３月　製造本部担当（現任）

2017年７月　スイショウ油化工業株式会社

取締役就任

24,561 株

【取締役候補者とした理由】

同氏は、技術部門及び生産部門に幅広い見識を有し、奥山吉昭氏と同様に謙虚で私欲

の無い姿勢を評価され経営幹部に抜擢されました。従業員からの信頼も厚く、業界ナン

バーワンに向け、戦略的製品開発や生産の思い切った効率化等において基本的な方向性

を示し、関連部門において指導力を発揮しています。よって、同氏を引き続き取締役候

補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

３

もり

森
 

　
た

田
 

　
ち

千
り

里
お

雄

(1944年９月５日生)

1968年７月　当社入社

1978年10月　取締役就任　技術部長

1992年７月　専務取締役就任

2001年６月　取締役副社長就任

2004年８月　代表取締役社長就任

2005年７月　株式会社ナイスエージェンシー

（現 株式会社ニイタカＳＣ）

代表取締役就任

2011年４月　株式会社ユーホーニイタカ

代表取締役就任

2013年６月　代表取締役会長就任

2015年８月　代表取締役執行役員会長就任

2018年９月　取締役相談役就任（現任）

176,385 株

【取締役候補者とした理由】

同氏は、経営者及び技術者として幅広い見識を有し、当社発展の基礎をつくるととも

に、その後も指揮を執り続け安定的な発展を実現してきました。販売と製品開発のコン

セプトに「三方良し」の考えを据え、固形燃料カエンをはじめ各種製品を開発するとと

もに、代表的な製品であるマイソフトコンクを考案し、シェアアップの指揮を執りまし

た。現在も経営理念に沿い、長期的な企業価値の向上に向けて発言・助言を行っていま

す。よって、同氏を引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

４

かさ

笠
い

井
 

　
つかさ

司

(1948年２月11日生)

2000年10月　当社入社

2001年８月　監査役就任

2003年８月　取締役就任

管理部長・購買部長

2003年12月　管理部長

2010年６月　管理本部長

2012年６月　営業本部長

2013年８月　常務取締役就任

2015年６月　西日本営業部長

2015年８月　取締役常務執行役員就任

営業本部担当

2018年９月　取締役顧問就任（現任）

15,361 株

【取締役候補者とした理由】

同氏は、2000年当社に入社し、主に管理部門に籍を置き、上場企業の基盤づくりに貢

献してきました。特に、バランスの取れたものの見方、判断ができ、私心の無い態度も

含めて社内外から高い評価を受けてきました。企業価値向上のために当期も必要な人

材です。よって、同氏を引き続き取締役候補者としました。

（注）１.各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２.各候補者の所有する当社の株式の数には、役員持株会における各候補者それぞれの持分を含

んでおります。
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第３号議案　監査等委員である取締役４名選任の件
監査等委員である取締役３名は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、監査体制の強化を図るため１名増員し、監査等委員で
ある取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

１

たけ

竹
むら

村
 

　
さとし

聡

(1969年３月13日生)

1992年４月　監査法人伊東会計事務所入所

1998年７月　ペガサス監査法人（現 ひびき監査法

人）入所

2002年７月　公認会計士竹村聡事務所代表

2007年８月　当社社外監査役就任

2011年４月　株式会社ユーホーニイタカ

監査役就任

2012年６月　株式会社ソフト99コーポレーション

社外監査役就任（現任）

2013年８月　福建新拓高日用化学品有限公司

（現 新高（福建）日用品有限公司）

監事就任

2014年10月　天神橋税理士法人代表社員就任

（現任）

2015年８月　当社社外取締役（監査等委員）就任

（現任）

8,682 株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】

同氏は、過去に社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与さ

れた経験はありませんが、公認会計士として高い会計的知見を有し、当社経営に関して

チェック、助言を期待できることから、監査等委員である社外取締役としての職務を適

切に遂行いただけるものと判断し、社外取締役候補者とするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

２ いけ

池
 

　
ざき

﨑
 

　
えい

英
いち

一
ろう

郎

(1947年９月14日生)

1971年４月　アナログ・デバイセズ株式会社入社

1987年７月　サン・マイクロシステムズ株式会社

入社

1991年４月　コンパックコンピュータ株式会社入

社

1995年10月　株式会社ステーション・ガイア

専務取締役就任

1997年２月　株式会社コンチェルト創立

代表取締役社長就任

2010年12月　ユーホーケミカル株式会社

代表取締役社長就任

2013年８月　当社社外監査役就任

株式会社ユーホーニイタカ

監査役就任

2014年８月　当社社外取締役就任

2015年８月　当社社外取締役（監査等委員）就任

（現任）

1,135 株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】

同氏は、企業経営の経験を活かし、監査等委員である社外取締役としての職務を適切

に遂行いただけるものと判断し、社外取締役候補者とするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

３

も

茂
ぎ

木
てっ

鉄
ぺい

平

(1958年10月17日生)

1989年４月　弁護士登録

1989年４月　大江橋法律事務所入所

1992年７月　クリアリー ゴットリーブ スティー

ン＆ハミルトン法律事務所

（Cleary, Gottlieb, Steen & 

Hamilton LLP）

ブラッセル・オフィス勤務

1993年１月　デ ブラウ ブラックストーン ウエ

ストブロウク公証人・弁護士事務所

（De Brauw Blackstone 

Westbroek）

ロッテルダム・オフィス勤務

1994年４月　大江橋法律事務所パートナー

（現任）

2002年８月　弁護士法人大江橋法律事務所社員

（現任）

2004年４月　関西学院大学ロースクール（法科大

学院）実務家教員（専任教員）

2009年６月　塩野義製薬株式会社

社外取締役就任（現任）

2010年４月　関西学院大学ロースクール（法科大

学院）非常勤講師

2014年８月　当社社外監査役就任

2015年６月　倉敷紡績株式会社社外監査役就任

2015年８月　当社社外取締役（監査等委員）就任

（現任）

2016年６月　倉敷紡績株式会社社外取締役（監査

等委員）就任（現任）

377 株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】

同氏は、過去に社外取締役又は社外監査役となること以外の方法で会社経営に関与さ

れた経験はありませんが、弁護士としての豊富な専門知識と経験により、監査等委員で

ある社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、社外取締役候補者

とするものであります。
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候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の 株 式 の 数

４ にし

西
やま

山
ま

万
り

里

(1966年３月12日生)

2009年７月　進栄化学株式会社入社

2009年７月　同社取締役就任

2014年５月　同社取締役専務就任

2015年９月　同社代表取締役社長就任（現任）

－ 株

【監査等委員である社外取締役候補者とした理由】

同氏は、豊富な企業経営の経験により、監査等委員である社外取締役としての職務を

適切に遂行いただけるものと判断し、社外取締役候補者とするものであります。

（注）１．西山万里氏が代表取締役社長を務める進栄化学株式会社と当社との間には、化粧品用油剤

の製造受託等の取引があります。その他の各候補者と当社との間には特別の利害関係はあ

りません。

２．竹村 聡氏、池﨑英一郎氏、茂木鉄平氏及び西山万里氏は、社外取締役候補者であります。

３．竹村 聡氏は、現在当社の社外取締役（監査等委員）であり、その在任期間は、本総会終結

の時をもって４年となります。

４．池﨑英一郎氏は、現在当社の社外取締役（監査等委員）であり、社外取締役としての在任

期間は、本総会終結の時をもって５年となります。

５．茂木鉄平氏は、現在当社の社外取締役（監査等委員）であり、その在任期間は、本総会終

結の時をもって４年となります。

６．当社は、竹村 聡氏、池﨑英一郎氏及び茂木鉄平氏との間で、会社法第427条第１項及び定

款の規定に基づき、損害賠償責任限度額を、会社法施行規則第113条で定める方法により算

定される額に２を乗じた額と同規則第114条で定める方法により算定される額の合計額と

する旨の契約を締結しております。なお、同３氏の選任が承認された場合、各氏と当該契

約を継続する予定であります。

７．当社は、西山万里氏の選任が承認された場合、同氏との間で、会社法第427条第１項及び定

款の規定に基づき、損害賠償責任限度額を、会社法施行規則第113条で定める方法により算

定される額に２を乗じた額と同規則第114条で定める方法により算定される額の合計額と

する旨の契約を締結する予定であります。

８．当社は、東京証券取引所に対して竹村 聡氏、池﨑英一郎氏及び茂木鉄平氏を独立役員とし

て届け出ております。３氏の選任が承認された場合、当社は引き続き同３氏を独立役員と

して同取引所に届け出る予定であります。

９．竹村 聡氏は、2007年８月から2015年８月までの期間当社の社外監査役でありました。ま

た、同氏は、過去に当社の子会社である株式会社ユーホーニイタカの業務執行者でない役
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員（監査役）及び福建新拓高日用化学品有限公司（現 新高（福建）日用品有限公司）の監

事でありました。

10．池﨑英一郎氏は、2013年８月から2014年８月までの期間当社の社外監査役でありました。

また、同氏は、過去に当社の子会社である株式会社ユーホーニイタカの業務執行者でない

役員（監査役）でありました。

11．茂木鉄平氏は、2014年８月から2015年８月までの期間当社の社外監査役でありました。

12．2015年８月、茂木鉄平氏が社外監査役に就任していた倉敷紡績株式会社において、元従業

員による循環取引等の不適切行為が発覚しました。同氏は同社の特別調査委員会の委員長

として当該事案の調査にあたり、当該元従業員以外の複数の従業員による類似行為も解明

し、これにより同社は有価証券報告書等の過年度修正を行いました。これらの不適切行為

は、その殆どが同氏の社外監査役就任前に発生したものであります。同氏は、調査結果に

基づき種々の再発防止策を提案し、引き続き同社の社外取締役（監査等委員）として、対

策の実施状況等を監視しております。

13．各候補者の所有する当社の株式の数には、役員持株会における各候補者それぞれの持分を

含んでおります。

第４号議案　監査等委員である取締役の報酬額改定の件

監査等委員である取締役の報酬額は、2015年８月26日開催の第53回定時株主総

会において年額２千万円以内とご承認いただき現在に至っておりますが、監査体

制の強化を図るため監査等委員である取締役を１名増員することに伴い、報酬額

を年額３千万円以内に増額させていただきたいと存じます。

なお、現在の監査等委員である取締役は３名でありますが、第３号議案が原案

どおり承認可決されますと、監査等委員である取締役は４名となります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場：大阪市淀川区宮原四丁目２番１号
ホテルメルパルクＯＳＡＫＡ ４階 ソレイユ
ＴＥＬ 06-6350-2111（代表）
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売場

新大阪駅からの
徒歩による道順

●大阪メトロ御堂筋線をご利用の場合。

地下鉄新大阪駅、④番出口を出て、

屋根付き歩道橋を渡る（徒歩約４分）

●新幹線・ＪＲ線をご利用の場合。

北口を出て左折し３階から２階へ進み

地下鉄連絡通路を進み、④番出口を出て

屋根付き歩道橋を渡る（徒歩約５分）

三
菱

Ｕ
Ｆ
Ｊ
銀
行

ア
ク
ロ
ス

ロ
ー
ソ
ン

タ
イ
ム
ズ

キリン堂
ト
ヨ
タ

レ
ン
タ
リ
ー
ス

大広
新大阪ビル

会場には本総会専用駐車場及び駐輪場の用意がございません。公共交通機関をご利用ください。
株主総会当日のお土産の配布につきましては、今回より取り止めさせていただきます。

環境に配慮した森林認証

用紙を使用しています。

環境に配慮した植物油

インキを使用しています。

地図


